
日本語教育の推進に向けた基本的な考え方と論点の整理について(報告)

0'日本語教育の推進に向けた基本的な考え方及びその論点を11に整理。

日本語教育小委員会の審議状況について(経過報告)

論点1

論点2

論点3

論点4

論点5

論点6

論点7

論点8

論点9

論点10

論点11

日本語教育に関する政策のビジョンについて

日本語教育の効果的・効率的な推進体制について

日本語教育の標準や日本語能力の判定基準について

カリキュラム案等の活用について

日本語教育の資格について

日本語教員の養成・研修について

日本語教育のポランティアについて

日本語教育に関する調査研究の体制について

総合的な視点からの検討について

外国人の児童生徒等に対する日本語教育について

国外における日本語教育について

平成25年度に,11の楡点にっいて,意見,データの収集・整理を行い,下記報告書を取りまとめ。

日本語教育の推進に当たっての主な論点に関する意見の整理について(報告)

国語分科会(H26.11.21)

0 地域における日本語教育についての意見が多く,地域における日本語教育はボランティアが大き

な役割を担っていることから,日本語教育のボランティアを含めた地域における日本語教育の実施

体制について検討が必要。

0 外国人の日本語学習二」ズや日本語学習環境のより詳細な実態等について,関係機関等との連携
協力の下,調査研究の方法について検討した上で実施することが必要。

[平成25年2月]

資料 3

畢

上記を踏まえ,今期の日本語教育小委員会では,以下の二つの論点にっいて検討。
^

i冊点7日恋語教育四盧艮涯ランティ屍、應ゑ{獅酉'

^^^^^^^^

①各地の日本語教育の実態からボランティアの捉え方,自治体による取組及び国による支援の方向性

など,地域における日本語教育の実施体制についての考え方。

②地域の日本語教育の実施体制の考え方に加え,実施体制とそれぞれの事例を収集して整理。

畢

論鴛^迷語薮育長関覗麹二調蓋班究^避
①調査に関する共通利用項目(調査項目,質問文,選択肢等のセット),日本語能力にっいて回答す

る際のCan-d0りスト(日本語能力を表す指標)を作成。

②地域における日本語教育に携わる人材・人材育成の実態について調査を実施。

③各機関が実施している日本語教育に関する調査の内容や成果に関する情報を11又集・発信。

[平咸26年1月]
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諭熱で難.日本語義育φボ易必尋無ネ住ゑい二

. 日本語教育に関する役割分担では,市町村が日本語教室の設置運営を行うこととしている。

一方で,地域の日本語教育の実施体制について,ボランティアに依存した在り方がしぱしば指摘さ

れている。また,ボランティアの確保が困難という報告があったが,実際はどぅなのかなど,まずは

自治体の取組について検証が重要。

.

ず

. その上で,文化庁の取組の効果も検証しっつ,地域の日語教*の施体制を整備し学習機会を

するため必要に応じて更にどのような方策が考えられるのか検討が必要。

. 論点7のうち,日本語教室の開設状況,

地域の日本語教育の実施体制について,

どを行っていない。

.

'.、゛.:- f ,
柚

①「ボランティア」「専門家」等の用語の整理【作業1】,自治体や国の取組について検証【作業2】

した上で,各地の日本語教育の実態からポランティアの捉え方,自治体による取組及び国による支援

の方向性など,地域における日本語教育の実施体制について考え方を整理する。

^

.

r

②①で整理した内容を踏まえ,主に自治体の立場に着目し,地域の日本語教育の実施体制の考え方に

^

加え実施体制とそれぞれの事伊4(当該地域の課題,工夫のポイント等について。ボランティア等の

人材等について,部分的に得られた意見をまとめた段階。

ボランティアをどぅ捉えるか,自治体や国の取組の検証な

人材確保については厚めに記載)を示し作

育の実施体制の整備に取り組む際に参考となる資料とする。できる限り,予算や人員,時間等が限ら

れている中での工夫も取り上げられるようにする。)

(実施体制や事例を取り上げることで浮かび上がらせるボイントの例)ーー,

・ボランティア等の人材確保の工夫・・etc

,ボランティアの活用,ボランティアへの支援,ボランティアとの協働・・etc

・専門家の活用,専門家との協働,日本語教育機関との連携による取組・-etc.

・日本語教育以外の関連機関との協働による取組・・etc

・複数の自治体の協働による取組 etc

・都市部,地方による体制や工夫の違い ・-etc

・コーディネーターの配置による取組 etc

q尋.

3 蝦告書にまとめる(※各地域において日本語教
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7月 0日本語教育小委員会において

暫定的に整理にの後,事例収

集の状況を踏まえ,}商宜修正。)

8月

9月

1 0月

1 1月 10日日本語教育小委員会⑤

1 2月

f

0事例を集める際の観点を整理。(ス

テップD
0地域における日本語教育協議会や

日本語教育小委員会委員の協力等

を通じて情報収集(ステップ2)

H27年
1月

仲旬)日本語教育小委員会⑥

H27年

2月

(下旬)日本語教育小委員会⑦

(中旬)日本語教育小委員会⑧

3月

4月

国語分科会(第14期最後)

0事例のイ侯補を絞る観点について検討。

5月

文イ儁議会(第14期最後)

6月

^

0 「選考する事例の案」について確認。
にの後,委託により,事例の詳細

情報の収集[ヒアリング]を開始)

文イ旛議会(第15期最初)

0事務局において資料を作成。

'、 見

国語分科会&日本語教育小委員会①俸15期最初)

7月

匝ず

日本語教育小委員会②

0論点7に関するとりまとめの素案について検討(体制整備の考え方,事例集)

日本語教育小委員会③

0論点7に関するとりまとめの案について検討(体制整備の考え方,事例集)

三ず

日本語教育小委員会④

0論点7に関するとりまとめの案について確認(体制整備の考え方,事例集)

委託によるヒア

リングの実施。こ

の間,体制整備の

斉え方や事伊」集

についても適宜

委員に照会。

0必要な資料等について意見交

換。(以降もぢ1き続き,データ

、、,異^.

を整理。)

.゛ー..

0検証について,意見交換。

0検証について,骨子について検討。

0
0検証について,骨

ついて検討。

誕:監

(或いは)案に
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論焦ξ聾1迫躯語薮育礁関嫉る調査研究五体盆'催亘醇 ゛

. 今後,文化庁が中心となって国立国語研究所,関係府省,自治体,社団法人日本語教育学会,大学

等の協力を得て,'過去の日本語教育に関する様々な調査研究テーマを整理しつつ,多様な分野との日

本語教育の実態や地域における日本語教育の成功事例など,政策的に必要と考えられる調査研を中

'

長的に施していく必要がある。

. 日本語教育政策の適切な企画立案・推進を図る上で必要な調査研究について,国,地方公共団体,

その他の関係者でどのように連携協力して実施するかということについて検討し,実施することが必

要である。

',.:- f
.

①外国人の日本語学習状況及び日本語能力に関するデータは日本語教育施策について検討する上で

最も基本となるデータのーつと考えられるが,必要性や手法,予算等の面から十分な調査が行えてい

ない。

一方,各都道府県・政令市は多文化共生推進プランを数年おきに改定するが,その改定のために外

国人の実態について調査研究を行うことが多い。また,日本語学習状況及び日本語能力についてもよ

く似た質問項目で調査を行っているところが多い。

そこで,T調査に関する共通利用項目(調査項目,、質問文,選択肢等)」旧本語能力について回答す

f 『

.

゛

^

る際のCan・d0りスト」を作成・提示し各都道府県・政令市による調査結果を集約して分析できるよ

うにする【作業1】。そのことで各都道府等の状況を横断的に比較することができる。

②①の1勧北,さらに必要な調査研究の内容にっいて検討し,必要なものについて遡査輩五宣去^

茎2J_する。

^

<政策的に必要と考えられる調査・調査研究のテーマの例について>

0日本語教育を実施する意義の具体例について(論点1に関連)

0 外国人,地域,企業等が求める日本語について(論点3①,②に関連)

4

地或における日本語教*の人材の選考,養成

大学及び日舮学校の日語教師養成課口での「地域における日

て(論点6に関連)

0 ボランティアとして日本語指導やコーディネートに関わる人の多様性の実崩巴握と整理につ

いて佼n識や経験,属性等)(論点7{こ関連)

0 各地域に暮らす外国人が日本語能力を身に付けることにより解決される社会課題について(論

点9に関連)

※参考旧本語教育の推進に当たっての主な論点に閧する意見の整理について,(報告)JP.Ⅱ6
※ゴシック体は今期の調査研究のテーマとして考えられるものを案として示している。

③①,②は調査の実施についてであるが,調査結果の分析について,毎年文化庁が行っている日本語
教育実態調査等の既存の調査のデータの更なる解釈・分析(専門家による統計的な処理を含む),各
機関等の調査結果等の情報収集・共有を行う【作

多の実態について(論点5

吾女一」のわれ方につい

6 に関連)

3 0
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7月

訂

8月

9月

1 0月

1 1月

0各地の調査研究のデータ化

ヨ.
皿

1 2月

(中旬)日本語教育小委員会⑤
0状況報告

H27年

1月

■^

(中旬)日本語教育小委員会⑥

0状況報告

(下旬)日本語教育小委員会⑦
0調査に関する共通利用項目の

素案について検討

2月

"f

(中旬)日本語教育小委員会⑧

0素案について検討

3月

、,

4月

国語分科会(第14期最後)

5月

0状況報告

文イ旛議会(第14期最後)

0認査研究の入札

文イ旛議会(第15期最初)

国語分科会

&日本語教育小委員会①

(第1 5期最初)

6月

口
^

日本語教育小委員会②

7月

峠

0共通利用項目について検討

0論点8に関するとりまとめの素案について検討

※委託により

実施。適宜,

監督&指導。

※引き続き.

作成&試行

&修正。

宜,委員にも

照会

日本語教育小委員会③

0共通利用項目にコいて検討

C論点8に関するとりまとめの案について検討

0状況報告

●■

0実施案について報告

ヨ.

日本語教育小委員会④

0論点8に関するとりまとめの案について確認

(中旬)「調査結果の分析・活用に関する

ミーティング(仮)」を実施

0ミーティングの結果を報告

f
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論爲之郭a本語教貧φボ烹勢秀迷滋建如い宅

[作業1]用語の整理について
.■巨■罰■盾■■■■■■■■■旦■■■埴旦■■■■■■■首■=■冨■巨■=■埴罰■巨■旦■■■盾■■■■■巨巨■盾巨■ヨ■■盾■■■■■■■酉肩旦■昂亜■■■盾■■■■■昂旦■■■冒■旦■巨■■■■闇昂■■■肩■■■旦■■■巨■■■■■■●

【進捌犬況】論点7の作業2(事例収姻や論点8の作業2 儒査研究の結果を踏まえて,今後整理。
.晶匡■■●埴■■■■■■■虹■=■■巨■■■冒巨巨巨■巨閥■■巨■■駆犀■閥■冨■■冒■■■■■圏■闇■巨置■■■■産■吐■■■■■■■■■■■旦巨■盾■■■■巨■■旦■■■■,■●■■■■盾■■■■■盾■■■■■■■■■■■■■■■■闇昌

11'1接¥日ネ戸教育恒携わる漆悔秒いミ衣ヅ゛*・訊、側立4永ξf熊綜◆'契N.,が、"艇{陽1゛争,;、'泌蔀"ゞ愉・'゛北,、北'ヨ.一梦●雉

圭

①日本語教育に

携わる構成員

,

0専門家旧本語教育或いは日本語教育に関連する他の領域)

日本語教育や日本語教育に関連するその他の領域について,

研究や研修受講,実践を通し,日本語教脊の企画・立案や実

施結果の析等に必要な知見を有している者。

・・日本語教育や日本語教育に関連するその他の領域について,

研修受講,実践を通し,教室活動の営日本語の指導に広

②地域の日本語

教育への参加形

態

(X主民

ー・居住地域により,当該地域のりソースに関する情報量や,外

国出身で日本語学習経験があるかどうかにより,外国人の日

本語学習に対する理解度が異なると考えられることから,

吐也域の住民」「周辺地域の住民」「地域の外国人住民」「周

辺地域の外国人住民」に区別する。

な知見

③地域の日本語

教育において果

たす役割

術を有している

考

0ボランティア

職務ではなく,自らの意志により,自発的に関わる者

0常勤,非常勤

職務として関わる者

※実施体制を記述する

際には,いずれかに分

類することを目指すの

ではなく,できる限り,

組合せなどを行い,立

体的に捉えるよう土夫

する。

0

0コーディネート

企画・立案,関係機関等との調整等,教室外のことを実施

・・人の配置やプログラムの内容など,教室内のことを実施

0指導

0参加,協力

・・他者のコーディネートや指導の下に行われる活動に参加

0分析

一外国人の状況,日本語学習の二ーズ,日本語教育プログラム

の実施体制,効果等

※過去の調査研究(文

化庁委託等)を参考に

するだけでなく,各地

域の事例などを収集し

た上で再度,検討が必

要ではないか。

2.1,教室活動の.目的!
①活動の目的

※専門家の明確な基準

の必要性については,

地域における日本語教

育協議会,調査研究の

結果も踏まえた上で再

度検討。

こづいて

0日本語習得

主に日本語の知識,運用能力の習得を目的

(※レベルや習得の目的についても検討が必要)

0日本語交流

身に付けた日本語を用いて地域住民との交流を目的

0生活課題の解決

身に付けた日本語を用いて,日本語以外の生活課題の解決を

目的

参
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[作業2]事例の収集について
,■■■■.■■■■.■■■■,盟.■.■.■■■屑専骨哩■■■■言首冒■■■■■■罰■巨置■=罰,■■■露■■胴■■巨■■吋巨■■個■■■■■■■■寛騨桐■画風■■屑風興■巨■■■■■■■■■■皿巨■■■■■写尋圏■■闇闇■■■■■■■■

【進捗状況】ステップ2まで終了「ヒアリングを行う団体を絞り込む観点」について検討して,今後ヒ
アリングを実施。

●■■卓■盾冒巨盾.■■胴.肩.■■■.■■■■■■■■■■■■■■■■■●■■■■■●●●■■■■■■冨■■■■■■■邑■■■■置■旦■個■■■巨■写■=■■■■■■■■■■■■昆■■■■■言曇軍■■■皿■旦.旦■匪■巨..冒興■■■■■.

【ステップ1】
収集すべき事例のポイントについて,日本語教育小委員会で検討を行い,整理する。

・なお,現時点ではそれぞれの地域における実施体制について,①1テ政と民間という軸,②日本語教育
と日本語教育以外の関連領域という軸,③車携の範囲という軸,④人材という軸から整理できるように
情報を収集する。

aXテ政と民閻
0 自治体とNP0法人やポランティア団体等が連携をしている事例,自治体がNP0法人やボラ

ンティア団体への支援を行っている事例。

0 自治体・国際交流協会・NP0法人・ボランティア団体が,大学や日本語学校等と連携してい
る事例。

0 自治体・国際交流協会・NP0法人・ボランティア団体等が,外国人を雇用している事業者と
協力・連携して取り組んでいる事例

0 自治体・国際交流協会・ NP0法人・ボランティア団体等が,日本語教育プログラムの作成・
実施や関係機関・団体との企画・調整において,専門家(日本語教育)の協力を得ている,或い
は専門家(日本語教育)と連携をしている事伊4。

0 組織の自立化に向けた取組を行っている事例。

②日本語教育と日本語教育以外の関連領域
プログラムの作成・実施や関係機関・団体との企画・調整において専門家(日本語教育以外)

の活用,専門家(日本語教育以夕刃との連携をしている事例。

0 自治体・国際交流協会・NP0法人・ボランティア団体等が,日本語教育以外の地域の関係機

関の協力を得て取組を行っている事例

③連携の範囲
0 複数の自治体が連携して取り組んでいる事例。

0 ・複数の国際交流協会,ボランティア団体が連携して取り組んでいる事例。

④人材
0 人材の配置(ボランティア,非常勤,常勤)について,工夫を行っている、事例。

0 ユーディネーター等を配置し,プログラムの作成・実施や関係機関・団体との企画・調整にお
いて工夫を行っている事例。

【ステップ2】
・情報収集の方法として,以下の機会を通じて,照会を行い,情報提供を依頼する。

才日本語教育小委員会(委員に協力を依頼),地域における日本語教育協議会,日本語教育推進会議

.
■
■
■
■
■
巨
■
●

.
■
個
■
冒
■
■
■
,



ステップ2で.収集した事例について,観点毎に以下のポイントに基づき,ヒアリングを行う団体を選ぶ。

「ヒアリングを行う団体を選ぶためのボイント」

.

'・、::J之舌1・1忌ぜ,・'.、含キ暗:1'1'1蛾f,〒1ι、^i,11系j'璃ミ号.,1む是j是る.'盲、苧了1■にJ・亀1
観点1
自治体とNP0法人やボランティア団体等が連

携をしている事例,自治体がNP0法人やボラン
ティア団体への支援を行っている事価ι

観点2
自治体・国際交流協会・NP0法人・ボランティ

ア団体が,大学や日本語学校等と連携している事
例

観点3
自治体・国際交流協会・NP0法人・ボランティ

ア団体等が,外国人を雇用している事業者と協
カ・連携して取り組んでいる事例

観点4

自治体・国際交流協会・NP0法人・ポランティ
ア団体等が,日本語教育プログラムの作成・実施
や関係機関・団体との企画・調整において,専門
家旧本語教育)の協力を得ている,あるいは専
門家旧本語教育)と連携をしている事仏il

、ゞ史1,i;」丘;ミ導寺にこイι゛、贄、ι 1亘111本;:^'^;ミ＼1、" t)、豆)1j1ヌ↓,1、二ξ1 ト!1、'、二Ntl;4'・、11、y,.11;.、11
①継続的な取組であるもの
②連携や協力,支援の内容が補助金や場所などの提供の

みに留まらないもの。

③日本語教育の専門性,継続性を高めていると考えられ
るもの,外国人の属性や二ーズの多様性に対応してい
ると考えられるもの及び外国人を含む市民の広範な参
加を促していると考えられるもの。

④自治体主導であるものから民間主導のものまで,その
多様性を描けるように選ぶ。

観点5
組織の自立化に向けた取組を行っている事例(*
どの観点からの自立か)

観点6
プログラムの作成・実施や関係機関・団体との企
画・調整において専門家(日本語教育以外)の活

用,専門家(日本語教育以外)との連携をしてい
る事例

観点7
自治体・国際交流協会・NP0法人・ボランティ
ア団体等が,日本語教育以外の地域の関係機関の
協力を得て取組を行っている事例。

観点8
複数の自治体が連携して取り組んでいる事例

観点9
複数の国際交流協会,ボランティア団体が連携し
て取り組んでいる事例

①補助金や委託費から,自治体や機関・団体の独自の予
算による運営に変えた事例

②関係機関の協力,地域資源の活用などにより継続的な
実施体制を構築している事伊1

観点10
人材の配置(ポランティア,常勤,非常勤)につ
いて,工夫を行っている事例

①継続的な取組であるもの
②連携や協力,支援の内容が補助金や場所などの提供の

みに留まらないもの。

③外国人の属性や二ーズの多様性に対応していると考え
られるもの及び外国人を含む市民の広範な参加を促し
ていると考えられるもの。

観点11
コーディネーター等を配置し,プログラムの作
成・実施や関係機関・団体との企画・調整におい
て工夫を行っている事伊1

※上記,ポイントのほか,外国人が集住しているか散在しているか,②都市部か地方か,③他地域
の参考になると考えられるかといったことも参考にしてヒアリングを行う事例を選ぶ。

※また,寄せられた事伊」に関する情穀量が十分ではなく,上記ポイントに照らして判断することが
難しいものについては,事前に確認を行った上で,上記に該当するかどぅか選ぶ。

①継続的な取組であるもの
②連携や協力,支援の内容が補助金や場所などの提供の

みに留まらないもの。

③連携が,個々の機関・団体の取組及び地域の課題を解
決する取組みとなっていると考えられるもの

①継続的な取組であるもの
②連携や協力,支援の内容が補助金や場所などの提供の

みに留まらないもの。

③コーディネーターを含む人材の配置が,日本語教育の
専門性,継続性を高めていると考えられるもの,外国
人の属性や二ーズの多様性に対応していると考えられ
るもの及び外国人を含む市民の広範な参加を促してい
ると考えられるもの。
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【ステッブ3】
・ステップ2で得られた情報について,①タ'ト国人が集住しているか散在しているか,②ぎB市部か地方か
といった観点から偏らないように事例を選び,以下の項目について詳細情報を聞き,整理する。

事例の詳細情報の項目案(仮)

1.地域のプロフィール

1; N内容_、1Y.1

2.機関・団体のプロフィ」ル

3.実施体制

0自治体の基礎データ(地勢,産業等)
0外国人の動向

0機関・団体の趣旨

0地域の多文化共生,外国人,日本語教育等に関連する課題

実施内容4.

5.事業の効果

0取組の実施体制&ポイント
・以下の項目について,経緯,課題とねらい,現状を整理した上
で簡潔に記載

取り正げる頂目

・人の配置

・関係機関との連携

・人材の確保,育成
・周知・普及

※それぞれの事例について,実施体制の構築過程・経緯に注目しながら,整理を行う。その際,何が
現在の実施体制を構築する動機となったか,取組を続けられた理由,要因にどのようなものがあった
かということを整理し,記述する。

※事例集で整理しきれなかった課題については,分析の上,必要があれぱ,国や自治体に対する提言
として提案する。

※「く政策的に必要と考えられる調査・調査研究のテーマの例について>」の「0日本語教育を実施
する意義の具体例について」,「0各地域に暮らす外国人が日本語能力を身に付けることにより解決さ
れる社会課題について」も参考となるように事例を収集。

0取組の内容

0事業の効果
(事業の効果のイメージ)
・外国人の地域社会への参加につながっている,外国人のエンパ

ワメント,地垪士会が外国人の状況について理解を深め,協力を
得られるようになった等。

9
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[作業3]自治体及び国の取組の検証について
,吋■制M■,■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■匪■■■■梱■■■署

■

【進捗状況】データの整理中。
.

①検証に用いるデータについて
自治体,国について,泊本語教育の推進に当たっての主な論点に関する意見の整理について倖艮告)」

に加え,以下のデータ等を活用し,日本語教育小委員会において検証を行う。

、": JJ二1

ー" J
:' 武'麹使用する烹子'タな稔ゞ漉際使用域る云窯女河内容ミ灘肯黒ぼ沈の惑集§埜理の黙況ヰ難1●燕観点謹&遼ぶ

1.平成25年度日本語教 1①自治体による取組の有無
育実態調査のデータ等 1②取組内容

1③担当部署
1④所掌事務
1⑤予算等

2.各都道府県,政令指定 1①自治体による取組状況
都市における取組状況に 1
関する情報

仙■■■■制M■■圏■開■屑■屑■■

3.「生活者としての外国 1①国による取組の状況
人」のための日本語教育1②国による取組の課題
事業の事業報告,事業の
全体状況に関するデータ ι

■■■■■■匡■.■■■■■■■■罰■盾明■署■■■■巨

4.地域日本語教育コーデ1①国による取組の状況

イネーター研修の事業実1②国による取組の課題
績に関するデータ,アン 1
ケート等

ι

司

5,都道府県・市区町村等1①国による取組の状況
日本語教育担当者研修の:②国による取組の課題
事業実績に関するデー1
タ,アンケート等

収集済み。現在,整理作業:

中。

1①国による取組の状況6.日本語教育コンテンツ
共有化システムに関する
データ

,

1 「地域における日本語教育 1
1 協議会」(8月から 11月) 1
を通じて収集の予定。

■■■佃■■■■■■■■゛

フ.日本語教育研究協議会1①国による取組の状況 1平成25年度からの事業実1
の事業実績に関するデー 1②カリキュラム案等に対す 1榔こ関するデータを活用の1
タ,アンケート等 1る調西 1゜'゜1

事業の成果,効果

※地域における日本語教育協議会は文化庁における日本語教育施策の企画立案に資する情報収集及ぴ関係機関の情報共有・
意見交換の場,日本語教育推進会議は日本語教育関係機関の情報共有・意見交換の場であるため,検証の対象としていない。

※条約難民及び第三国定住難民に対する日本語教育事業は難民対策連絡調整会議の下,企画,実施及び評価が行われている
ものであるため,ここでは取り上げない。

②検証の方向性
エビデンスを基に,明確に課題を示すことが必要かつ重要。
日本語学習機会の充実と日本語学習機会の質の向上とは分けて考える。

(※日本語学習機会の質の向上については,地域の日本語教室の目的は多様であり,必ずしも,
日本語侑三力)の習得に限定されないことを踏まえた上でどのような尺度を用いるのかψf国
人,地域,企業がそれぞれどのような日本語を求めているのか)ということから検討が必要。
まずは機会の充実の観点から検証する。

日本語学習機会の充実について,個々の機関・団体や施策の良し悪しに関する議論に留まらず,そ
れぞれの地域全体及び国の取組として何か効果的であり,何力凱題として残っているかということを
検証する。

全体の取組状況をできる限り,数値化して示す。

自治体,国際交流

協会, NP0法人

1等の取組の全体的
な傾向を示す

1平成19年度から平成25 1 事業の成果,効果
1年度にかけての事業実績に1 '
関するデータを活用の予 1

皿

:定。現在,整理作業中。

10

1平成21年度から平成25 1事業の成果,効果
1年度にかけての事業実韻に 1
関するデータを活用の予 1

1 定。現在,整理作業中。

課題等を示す

、、ー

1平成21年度から平成25 1事業の成果,効果
1年度にかけての事業実績に 1
関するデータを活用の予 1
定。現在,整理作業中。

ι

冒

.

1登録情報の量や利用状況, 1事業の成果,効果
1周知の状況等に関するデー:
タを活用の予定。1

,

.
■
■
■
■
■
卑

国
に
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論点7に関する成果物のイメージ(構成案)

タイトル:「地1或における日本語教育の実施体制の考え方とその事例について(仮)」

<目次>

1.はじめに

2.用語の整理

3.ナ臥或における日本語教育の実施体制の考え方

3,1 外国人の状況

3.2 国・都道府県・市区町村の役割

3.3 地域資源を活用して地域課題に対応する日本語教育の在り方について(協働・連携)

&4 提言

4.1也域における日本語教育の実施体制に関する事例について

4.1 行政と民間の連携・協力

(※行政主導,民間主導,連携などの例を提示)

4.2日本語教育以外の領域とのつながり

(※地域課題の解決のための多様な例を提示)

4.3 市区町村からより広域へ

(※単独から複数市町の協働,都道府県などの広域サボートの例を提示)

4.4 人材

(※コーディネーターや専門家の配置などの例のうち,特に特徴的なものを提示)

5.実施体制の構築,安定化に向けたボイント

※現時点でのイメージであり,今後の審議経過を踏まえ,随時変更・修正を行う。
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論焦遜1謬日蒸語教育億関威る調査研究ゐ体制儀ゑ憾二
[作業1]調査に関する共通利用項目の作成

.

■

.■.風.■■■邑■■巨巨奪卸■■■■■■■■巨■■■..■■...■■■.巨.■..■..旦圏冒冒盾■■■■.■葛■■■■■■■■■■■■肩■■圏■昌■巨■■■■■■冨卦■■=■■圏■■巨■肩■■巨零亜■■■■■■■●●■■■■■■■■■.

【進捗状況】データ化の作業中。
●巨巨闇■■■■盾■■■■■冒=冨皿=■■■■■■M■■■巨仙昔■,■■■■雲■埴■,■■■司■圏岡■匪皿■■■■■置■■■■■里■■盾佃■■■■■■■盟■■■■■■■■■■吋■■匪■屑砕昇,■梱■屑■肩明胴圏胃■■■冒■■旦■■.■■■■.

「地域における日本語教育の調査に関する共通利用項目」を作成するため,以下の作業を実施。

①自治体による

調査の整理

②調査に関する

共通利用項目の

作成

0 各都道府県,政令指定都市等で過去に実施している調査(調

査項目,質問文,選択肢等)をデータ化する。

0 調査に関する共通利用項目について,以下の観点から検討

し,調査に関する共通利用項目を作成する。

・質問項目の汎用性と地域性

・各都道府県等で行っている

・実用性(活用や分析のしや

・正当性(理論や試行による

f 闇▲

各都道府県等で行っている調査の継続性

実用性(活用や分析のしやすさ)

正当性(理論や試行による裏付け等)

③活用方法の整

理、

0 調査項目の作成について,日本語教育小委員会委員の協力の

ほか,別途,統計の専門家等の協力についても検討を行う。

0 必要に応じて,試行を行う。

※必要に応じて適宜,都道府県や政令指定都市等の日本語教育担当者からも意見を聞く。(全都道府県,政令指定都市に
聞くのではなく,既に調査を実施しているところから選んで事務局から意見聴取。)

0 活用方法の示し方伊朔方法や關査結果の文化庁への共有の

依頼,集約した調査結果を文化庁においてどのように整理する

か等)について検討し,まとめる。

※他に整理す

べきことはな

いか。

※観点は適当

かつ十分か。

1
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[作業2]調査研究の実施
■■闇■.盾駆巨匡闇■冨.■■.■.■■■■.盾匪冒■冨■巨首■言■旦■■巨.巨窮巨■■首■■巨個梱脅巨■■司興■■■■■■■■■■■■■■■■■■世,,■■,■■■晒明■■巨■■■■盾,■巨邑..匡■.■巨■■■冒.■■■■智●

.

【進捗状況】調査票作成中。
.....■■■.肩■■興■■.■■■.■.■■ヨ■■■■■■■匡■■■●■■■■■屑竪■●胃冒■■■盾■■■圏■■重閥■闇冒冒■"=■■■■司■曇■■■■■■冒■=■,■■■■■.邑.

(※「平成26年度日本語教青の総合的な推進に向けた調査研究」により実施。委託事業。)

①調査のテーマ

②調査の目的

③調査の内容

0 地域における日本語教育に携わる人材・人材育成の実態につい

て

0 地域における日本語教育の人材及び人材育成に関する調査を

行い,既に活動している人材の現状,人材育成の現状,人材に対

する二ーズを把握し,課題の整理を行う。

0既に活動している人材の現状

専門家,実践家,住民の別に,活動に参加したきっかけ,経

験年数,勤務経験(分野),日本語教育能力検定試験,自己研

さんの方法,今後学びたいこと等を調査。

0人材育成の現状

・大学,日本語学校での教員養成課程,養成講座,研修等にお

ける地域の日本語教育の扱い,受講生の活動の希望について

・自治体やNP0法人,任意団体が行っている養成,研彦の目

的,内容,受講生の活動の希望について

0人材に対する二ーズ

・地域における日本語教育で人材を募集する際の観点

・要件及び条件

,覧▲

※なお,以下のテーマについて次のような対応を検討。

日本語教育を実施する意義の具体例につ

いて(論点1に関連)

1,

外国人,地域,企業等が求める日本語につ

いて(論点3①,②に関連)

冒宅

各地域に暮らす外国人が日本語能力を身

に付けることにより解決される社会課題

について(論点9に関連)

平成26年度につ

いては,全体的な傾

向を把握するため,

調査票による調査

(選択式を中心)を

行い,質的な調査

(インタビュー等)

については次年度

以降とする。

0 論点7の事伊1を収集する際に収集。(「事例の詳細情報の項目

案(仮)」の「事業の効果」の項目が該当。)

0 ①調査に関する共通利用項目を作成する際に,入れ込むこと

が可能かどぅか検討し,データの収集に努める,②調査結果の

検討会において,研究,論文の情報収集を行う。

0 論点7の事例を収集する際に収集。(「事例の詳細情報の項目

案(仮)」の「事業の効果」の項目が該当。)

,茎 f
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[作業3]調査結果の分析,活用に関する連携・協力について

■罰置■邑■巨■■巨圏■督■冒■■■罰■巨写■=ヨ■巨■■■■ヨ巨写閥■■■■冨■■巨■冒■闇■■■冒=個匡風■■圏風■弱智首"首里暫制■■埜型"■■吐直■■■■■巨,■■■巨■■■盾■盾■写■■■■■■■冒■岨■■■巨直■岡■■■■■屑■.

1【進キ歩伏況】検討中。 1
,
●■.■■■■■■■●■■佃■■匪■■畦■■■■■■吋■"■■■■■■■■■■■■爵■尋屑■■梱■屑屑■■■,■■■伺■■圏●■■■■■豊■■■■■■■冨旦■■●■旦■■■■巨■■■■■■=冨■■■■盾■■■巨●'盾盾■●■■■■,■写■■●

調査結果の分析に

ついて

調査に関する情報

収集と発信

0 文化庁が行っている日本語教育実態調査等,既存の調査等のデータの解釈・分析

について

⇔専門家による統計的な処理を含む分析,より効果的な活用方法についての検討

を行い,日本語教育の推進に係る基礎資料として,その結果を文化庁WEBサイ

ト(NEWS等)で示す。

才文化庁で行った調査研究の実施体制に関するデータも併せて示す。

0都道府県,政令指定都市等による調査について

⇔都道府県,政令指定都市等による調査について,「地域における日本語教育協議

会、」などの機会を通じて情報収集を行い,一覧にして示す。また,調査に関する

共通利用項目についても必要に応じて改善等を加える。
*

都道府県,政令指定都市及びその地域国際化協会の日本語教育担当者が対象。全国を4ブロ
ツクに分けて開催。平成26年度については東京,福島,大阪,熊本で実施。

0各関係機関等による調査について

=各種調査研究に関する調査研究の成果と課題に関する情報共有,意見交換を行

う場を設ける。

・・テーマごとに調査の目的,方法,内容について情穀共有し,日本語教育の推進

に向けて必要な調査研究の実施及び充実に資する。

結果を文化庁WEBサイト(NEWS等)で示す。

=圏.

0調査結果の分析,活用に関する連携・協力のイメージ図(たたき台)

゛■■巨■亘■■■■■■■■冒冨■皿■■■冒■■■冨■冒■■■■■巨■厘■■■智■冨冒=■巨■■■茸■冒韓■■■■巨■割割首●

.

【地域における日本信吾教育1窃議会】/、"'""""
※同協議会の検討項目は鯛査研究に限らない。

都道府県,政

令指定都市

等の自治体

(地域国際

化協会を含

む)

巨

"

文化庁
両

■

写

■旦■旦■■■闇匡旦、詞■■罫■■■罰巨■■■吋■■圏圏巨■■制軸M■里゛゛
."巨■亘■旦■■旦巨■■冨冨巨■邑亜■虹■巨■首●首邑幽邑軸制誌胤●鳳劇胤吋曾盲型闇馳豊,盟盾●冨盟■■■置盾,皿盟置匡写皿.

【調査研究に関する検討会・情報共有会】

叫

.

.

.

1畜
日本語教育推進会議,外国人集住都
市会議,多文化共生協議会等

国立国語研究
所,関係府省,

日本語教育学

会 大学,独,

立行政法人国

際交流基金等

■

.
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論点8に関する成果物のイメージ(構成案)

タイトル:旧本語教育の調査に関する共通利用項目について(仮)」

<目次>

1.はじめに~日本三吾教育の調査に関する共通利用項目の意義~

2.1也域における日本語教育に関する調査について

2.1 外国人の状況

2.2 国,都道府県,政令指定都市等の調査の実施状況

3.日本語教育の調査に関する共通利用項目について

3.1 全体の構成及び作成の経緯

3.2 活用方法

4.日本語教育の調査に関する共通利用項目一覧

4.1 学習者の屈性等に関する項目

4.2 学習状況に関する項目

4.3日本語能力に関する項目

4.4日本語の使用場面に関する項目

4,5日本語教育の二ーズに関する項目

※現時点でのイメージであり,今後の審議経過を踏まえ,随時変更・修正を行う。
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